
 

 

け、１月 30 日に各種パンフ

レット・資料等を、そして２

月５日にＱ＆Ａを公表しま

した。 

 

◆「令和６年分所得税の定額

減税のしかた」 

パンフレットは、１.定額

現在の概要、２．給与の支払

者の事務のあらまし、３．月

次減税事務の手順、４．年調

減税事務の手順、５．源泉徴

収票への表示について、全 16

頁で解説されています。 

 

◆「令和６年分所得税の定額

減税Ｑ＆Ａ」 

Ｑ＆Ａは、制度の概要、対

象者の選定、月次減額の方

法、年調減税の方法、源泉徴

収票・給与支払明細書等への

記載方法等、全 23頁、計 59

のＱ＆Ａから構成されてい

ます。 

 今回の定額減税は、給与計

算実務に直接の影響がある

内容ですので、資料やＱ＆Ａ

を参考に、あらかじめ手順を

確認しておくとよいでしょ

う。 

 
【国税庁「定額減税 特設サイ

ト」】 

https://www.nta.go.jp/users

/gensen/teigakugenzei/index

.htm 

 

【同「令和６年分所得税の定額

減税のしかた」】 

https://www.nta.go.jp/publi

cation/pamph/gensen/0023012

-317.pdf 

 

【同「令和６年分所得税の定額

減税Ｑ＆Ａ」】 

https://www.nta.go.jp/publi

cation/pamph/gensen/0024001

-021.pdf 

 

 

3 月の税務と労務の手続

期限［提出先・納付先］ 

 
11 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特

別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取

得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場

合＞ 

［公共職業安定所］ 

 

15 日 

○ 個人の青色申告承認申請

書の提出＜新規適用のも

の＞［税務署］ 

○ 個人の道府県民税および

市町村民税の申告［市区

町村］ 

○ 個人事業税の申告［税務

署］ 

○ 個 人 事 業 所 税 の 申 告

［都・市］ 

○ 贈与税の申告期限＜昨年

度分＞［税務署］ 

○ 所得税の確定申告期限

［税務署］ 

○ 確定申告税額の延納の届

出書の提出［税務署］ 

○ 財産債務調書、国外財産

調書の提出 

○ 総収入金額報告書の提出

［税務署］ 

 

4 月 1 日 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告

書の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納

付・納付計器使用状況報

告書の提出［公共職業安

定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出

（雇用保険の被保険者で

ない場合）＜雇入れ・離

職の翌月末日＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 個人事業者の消費税の確

定申告期限［税務署］ 

 

 

 

っています。引き上げないと

回答した理由としては、「経

営の先行きが不透明で引き

上げに踏み切れない」が

46.2％で最多となっていま

す。 

 

◆見積書の項目に問題のあ

る例も 

 一方、下請負人に対し、法

定福利費の内訳を明示した

見積書の交付を働きかけて

いる元請負人は 69.3％、労務

費の内訳を明示した見積書

の交付を働きかけている元

請負人は 65.2％にとどまり

ました。また、元請負人に対

し、法定福利費の内訳を明示

した見積書を交付している

下請負人は 77.6％、労務費の

内訳を明示した見積書を交

付している下請負人は

68.3％でした。 

 調査の結果、建設業法に基

づく指導を行う必要がある

と認められた建設業者には

指導票が送付され、指導が行

われます。また、必要に応じ

て立入検査等も実施されま

す。 

 

 

 

 

【国土交通省「令和５年度下

請取引等実態調査の実施につ

いて」】 

https://www.mlit.go.jp/tot

ikensangyo/const/1_6_bt_00

0190.html 

 

 

「令和６年分所得税の定

額減税」の特設サイトが

開設されました 
 

 「令和６年度税制改正大

綱」（令和５年 12月 22 日閣

議決定）で、岸田内閣が先に

掲げた、令和６年分の所得税

額から一定額が控除される

定額減税が盛り込まれまし

た。法案が成立すれば、給与

所得者については令和６年

６月１日以後最初に支払う

給与等についての源泉徴収

を行う際から実施されるこ

とになります。金額は、１人

あたり３万円、同一生計配偶

者および扶養親族がいる場

合は 1人につき３万円の合

計額です。 

 

◆定額減税特設サイト 

 法案成立前でも、給与計算

担当者（源泉徴収義務者）が

早期に準備に着手できるよ

う、国税庁は特設サイトを設

約９割が建設技能労働者

の賃金を引上げ 

～令和５年度下請取引等

実態調査より 

 

◆建設工事における下請取

引等の実態を調査 

 国土交通省では、毎年、建

設工事における下請取引等

の実態調査を行い、下請代金

の決定方法や工期の設定、技

能労働者への賃金支払状況

等の項目における建設業法

令違反行為の有無を調べ、違

反行為を行っている建設業

者に対して指導を実施して

います。１月 31 日に公表さ

れた令和５年度調査では、

9,136 業者が集計対象となっ

ています。 

 

◆約９割が建設技能労働者

の賃金を引上げ 

 令和５年度調査結果によ

ると、賃金水準を引き上げ

た、あるいは引き上げる予定

があると回答した建設業者

は89.6％と、昨年度の84.2％

よりアップしました。賃金水

準を引き上げた理由として

は、「周りの実勢価格が上が

っており、引き上げなければ

必要な労働者が確保できな

いため」が 55.9％で最多とな
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